
1.＜施策の概要＞

2.＜指標の設定＞
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3-1.＜指標から読み取れる成果と課題＞

3-2.＜住民ニーズ等を踏まえた課題・他自治体の取り組みから学べる点＞

･行財政改革の取り組みの結果、経常収支比率については、地方交付税や臨時財政対策債などの一時的な収
入の増加により86.9%と大幅に改善した。･その他、財政健全化法の実質公債費比率や将来負担比率につい
ても、債務残高の圧縮に重点的に取り組んだことで、公債費や債務関係の財政状況が改善されたことが指
標に表れている。特に一名あたり実質債務残高については、繰上償還等の公債費対策の実施により、一つ
の目標であった府内町村平均水準まで到達することができた。･基金残高については、一名あたり基金残高
に表れているとおり、公債費対策の財源や懸案事業の財源として基金活用をしたことで年々残高が減少傾
向にある。

･自分が居住する自治体の財政状況がどういう状況にあるかは、なかなかわかりづらい。北海道夕張市の財
政破綻を契機に、住民の財政状況に対する関心は除々に高まりつつあり、財政健全化法が施行されるな
ど、客観的な尺度での財政状況の判断が可能となったことから、他団体との比較可能な資料については可

 能な限り情報を提供する。
･先進的に取り組む団体は、より分かりやすく財政状況を説明しており、本町においても予算・決算のあら
ましなどの資料の充実を図りながら、より分かりやすい説明に努めるとともに、客観的な評価基準による
第三者機関の評価も受けながら、資料の質を高めていく。
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① ○ 経常収支比率 %
府内町村平均 臨時財政対策債

を含む

方針・
目標等

◆健全な財政の確立。◆効率的･効果的な財政運営の実施。

基本理念 住民主体による計画的な行財政運営のまちづくり
統括課 総務部　財政課

基本方針 行政経営

施策名 財政管理

関連課

実施内容

◆財政の適正管理。◆基金の適正運用。◆実質債務残高の管理強化。◆将来負担の適正化。

重
点

122
122



4-1.＜施策を構成する事業＞

4-2.＜施策を構成する事業の成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

･平成22年12月に早稲田大学パブリックサービス研究所が主催した、第1回パブリック･ディスクロージャー
表彰において、住民周知の手法として、本町が作成している｢まちの家計簿｣が優れた事例として、ベスト･

 プラクティス賞を受賞した。
･施策を構成する事業は、主体をなす財政管理経費と、基金管理費及び公債費であり、そもそも事業の成果
や課題を測定しにくい事務経費である。具体的には、基金の利子積み立てや債務償還の償還元金などであ
るため、成果と課題を取りまとめること、そのものが課題でもある。

 ･財務四表の作成に継続的に取り組むためにも、組織体制を確立させる必要がある。
･平成20年4月に地方公共団体の財政の健全化に関する法律が施行され、新たな財政指標である健全化判断
比率等に基づく健全な財政水準の維持が求められている。今まで以上に健全な財政運営に取り組むととも
に、中長期的な課題解決に向けた取り組み(予算編成)を行う必要がある。
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財政課 -

一般事業 267

-
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129,743 565,015 1,287,800 -
長期資金償還元金(繰上償還
分)
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22,723

財政管理経費 2,654 4,704 3,588 2,694 2,683 2,988
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部　門
／事業名

／種別／決算書説明頁

事業費(人件費含む)／事業費のみ／事業費一財　＜単位：千円＞
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